














































































































































































































時系列分類 情報処理 情報の内容 利　用　目　的
1 事後計算
バッチ処理による各種
﨣
統計数値，実績情報など
ﾅ企業内部で保管される
各種の報告的情報である
i損益計算書・貸借対照表
ﾈどがある）
2 現在計算
オンライン化による各
甯ｻ在情報
諸現象の即時把握情報で
?p後（1）に保管
管理目的に利用され大規
ﾍ組織に必要性が高い
3 事前計算
バッチ処理及オンライ
悼ｻによる情報の利用
¥測的情報
各種情報の分析・整理・融
㊨ｻによる予測的情報
戦略的計画，意思決定に
K要な情報
　企業はその目的に応じて情報システムを構築する。それは企業の経営組織と
密接不可分の関係にあって，広範囲にわたる組織体，業務の種類，必要情報の
要求度などによって，どのような情報システムが必要かの結論がでる。ただし
現在の情報化社会やネットワーク社会の進行において，企業自体の対応は必然
的に高度の情報システムの実施ということにならざるをえない。
　例えば自社の企業規模からバッチ処理を中心とする情報システムで十分であ
るが，取引先（得意先・仕入先）が高度の情報システムを保持し受注から納品
までの手続がコンピュータ化している場合とか，あるいは発注先が総てOA化
されている場合など当方において，これにコネクトするOA化あるいはコンビ
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ユータ化する必要性が生じ，更に業界全体とも通じるような通信システムの導
入の必要性が発生することもある。結局，ネットワーク社会において総てがこ
れに参加することによる相乗的効果が現れることになる。特に情報化社会にお
ける企業の情報利用の拡大が，その経営活動に大きな影響を及すことも周知の
ことがらである。
　　（b）企業における会計情報の意義
　経営活動の結果が総て情報化されること第二図で明白であると同時に，更に
その情報の把握時点においても，その内容の相異によって利用目的が異なるこ
となどを指摘した。
　企業の経営活動によって発生する諸現象で，最も重要でその中心となる内容
は会計取引である。
　経営活動は物品の購入・生産・在庫・販売・人事・施設・資金などに関る現
象が発生するが，これは資産・負債・資本の増加・減少と変化に，あるいは費
用・収益の発生と控除に関る諸現象で，これを会計現象と称することができる。
　企業の経営活動によって発生する会計現象は勘定形式と勘定処理の原理など
による会計システムにより処理され情報化される。これが会計情報システム
（Accounting　information　system）で会計取引は総て前述により会計情報にな
る。もちろん，わが国においては企業会計原則という公準にしたがった会計処
理であると同時に，この電算処理においてもこの公準が導入実施されている。
結局，会計現象は総て会計原則による処理方式によりプログラム化され，コン
ピュータとOAシステムによってシステム化され情報化されている。したがっ
て経営活動の重要部分は会計現象であり，会計情報となり，これが中心となっ
て管理情報，経営情報，企業情報あるいは総合的情報，または融合的加工情報
として戦略的計画情報にと高揚され利用されるということである（第二図・第
三図参照）。
　会計情報はその性質上，貨幣的価値計算で表現される場合が多いが，経営内
部における移動や変化において，必ずしも貨幣的単位で表現される方法をとら
ない場合が多い。内部活動，例えば加工ライン，組立ライン，に投入されてい
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る材料ならびに物品は，価額表示よりも物量表示の方式がより便利でかつ適正
な場合が多い。経営内部における活動の把握は物流計量的な方式が望まれてお
り，より的確に内容が把握できるということである。したがって最終的に，こ
の計量情報に価値計算を付加すれば，より最適な価額計算が算出されるという
ことである。換言すると経営内部の取引において，移動や加工の度毎に付加価
値計算をする必要性がなく最終的に製品化へ段階で，あるいは損益発生の時点
でこれを把握するということである。
　大規模な生産工場において各工程別に損益を測定する必要性はなく，生品か
ら製品になった段階でこれらの原価を測定することができる。また生産の各過
程で最終的に原価管理の対象とするような方式が，望ましいシステム化の方法
であるということができる。
　かくして会計情報は第一次的には物流による計量的情報の把握であり，第二
次的に，この計量的情報に価値計算を導入し貨幣的計算情報を作成する方法が
より的確な会計情報となる。
　会計情報は内部においては製造部門では制御情報と計量情報が主役となり，
半製品，完成品の工程になると貨幣測定が行われ価額計算により貨幣情報とな
り活用されることになる。
　したがって，これらを把握するための情報処理システムはバッチ処理・オン
ライン化処理・制御システムなどから構成される総合的情報処理システムの構
築が必要とされる。現今のFAシステム（工業オートメーション・システム：
Factory　Automation　system）による近代的製造過程においても計量情報は的
確に把握できる仕組が形成されている。更に製品管理や在庫管理は大型コンピ
ュータで総て管理され，販売や人事・労務管理，施設管理や財務管理なども前
記同様に管理システムのなかに繰込まれており，更に分散化された各作業部署
にはOA機器によるシステムが組込まれている。
　したがって，このOAシステムと従来のコンピュータシステムとを融合した
総合的情報処理システム（lntegrated　processing　information　system）の構築
が要求されている。
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　会計情報システムも勿論，上記のOAシステムとコンピュータ・システムの
有機的結合による総合的情報処理システムあるいは，総合的情報システムでな
ければならない。
　会計情報システムはまず経営活動における会計現象を勘定形式による処理情
報の把握が第一で，これが実績情報となり記録保持される。
　特に会計処理にあっては勘定分類が正確であること，分類記録が継続的で発
生順であることが必要であるので，一般的な統計や情報処理と異なる点が多い。
勿論，勘定形式の記録なので当然借方，貸方の分類記録・計算である。更に勘
　　　　　　　　　　　マイナス定自体の性質から残高が負数にならない勘定も当然ある（例えば現金勘定の残
　　マイナス高が一になることは通常ありえない等）。
　また最終的には損益計算書，貸借対照表に集約されるので損益計算書勘定や
貸借対照表勘定にまとめられる処理プログラム化が必要である。更に前記の二
勘定の整理作成は決算手続が常に介入するので，いわゆる簿記一巡の方式を基
本的にシステム設計のなかに取組み，会計システムに相応した会計1青報システ
ムを形成すべきである。
　以上は企業における会計情報が経営活動の内容を明確に把握できる情報シス
テムであることを記述した。特にオンライン化による場合，常に現在時点の損
益計算書と貸借対照表を作成することができるのが特徴である。
　4　新しい会計情報システムの構造
　今日企業が必要とする各種の情報は企業情報・経営情報・管理情報・会計情
報、あるいは戦略的計画情報の収集・作成であって，総合的情報システムの確
立が前提である。　　　　　　　．
　（a）企業内容ネットワーク　　　　　、
　企業内情報システムにおいて同一構内における地域ネットワーク（LAN：
Local　Area　Network）が形成され，中央コンピュータとOAシステムと端末機
が通信システム（通信網）によって結合し各種の情報が作成され，更に各種情
報は必要部署に伝送されている。それは中央処理機構（CPU：Central　Pro．
cessing　Unit）と各データ発生による入力作業部署であるワークステーション
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（Workstation）が通信網で結ばれてLANが形成されているということである。
　この場合，企業内ネットワークで最も基本的情報システムが形成されること
になる。
　大規模経営にあっては広域帯に多くの事業所が存在する場合が多い。換言す
ると電算センター・工場・営業所・倉庫・支社等が各地に分散しいることが多
い。したがって各事業所にワークステーションを設置し，中央コンピュータに
入力処理する集中情報処理方式にするか，あるいは各事業所にホストコンピュ
ータを設置し分散処理を実施し，必要情報の分散処理後に総括的報告情報とし
て中央処理機構に伝送する方式かがある。目下，多くの企業は分散処理方式を
導入しているのが現況である。この方式は分散処理集中化方式と称され，ワー
クステーションをグループ化し地域で必要な情報処理を実施し，中央管理部で
必要とする情報を報告的情報として，自動的に伝送するシステムが形成されて
いる。この場合，本社または分散処理のプログラムが同一化，または統合化し
ていると総合的情報システムとして高揚される。
　また，このように広域ネットワークはLANに対応するもので広域帯ネット
ワーク（WAN：Wide　Area　Network）と称している。
　企業内における情報システムは各事業所におけるコンピュータと端末機，あ
るいは中央部のコンピュータとネットワーク化は比較的容易である。各々の処
理システムが同一化しており，プログラムも統一的に作成利用されている。し
たがって会計情報の処理に関し認識・測定・データの作成から処理プログラム
も総合的に統一化されているのであまり問題はない。生産工場におけるFAの
導入はワークステーションからの自動的入力による物流システムの処理，無人
倉庫における物品の出入による在庫管理システム，小売店におけるPOS
（Point　of　Sales：販売時点情報管理システム）の導入によって販売管理，顧客
管理，在庫管理，仕入管理など商品に関する管理を実施することができる。
　このPOSシステムは販売商品に特殊マーク，あるいはバーコード（Bar
code）をつけ，これに，品番・型・価格を記録し，販売時点でこれを読取り，
販売情報として以後処理する方法で，スーパやデパートなどで導入している販
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売管理システムの一種である。
　したがって企業内ネットワークの形成はオンライン化による会計情報処理な　へ
らびに，その移動，あるいは分散処理集中化による管理部門などへの報告情報
の方式も二方式に集約されるが，これらの混合方式もまた実施されている。
　会計情報の収集が極めて総括的内容で勘定科目と毎取引ごとにその増加，減
少，残高を必要とする科目と，在庫管理情報や販売・購買管理情報などのよう
に常に詳細を必要とする勘定記録もあり，これらの必要性はシステム設計の段
階で十分考慮しなければならない。
　（b）企業間ネットワークの形成
　今日の高度情報ネットワーク社会において前述の企業内ネットワークの枠を
越え，企業間ネットワーク，即ちWANが形成されている。また個人と企業と
のネットワークが開設され利用され情報の流通が実施されている。
　このようなネットワーク社会の出現はVAN（Value　Added　Network：付加
価値通信網）の結合へと拡大した。情報ネットワークは各種の情報が流通し，
これに関連する企業が業務をこのシステムにのせて利益を獲得する方式である。
換言すると情報ネットワークを業際間で形成すると情報によって商取引が実行
され，更にこれに関連する決済事項などの全部が，情報化されネットワークを
通じ完了される。即ちある情報に基づいて取引が発生し，その物品輸送，引渡，
更に代金の決済など取引の発生から終了まで，総て情報ネットワークの利用に
よって完了する情報システムである。業界，業際関係の企業が参加しネットワ
ーク化し，情報によって総て取引を終了する情報システムである。
　現在，わが国におけ企業のコンピュータ台数ベースで約80％（平成元年，通
産省，情報処理実態調査70．4％）がコンピュータと通信システムを利用しオン
ラインシステムを導入していることが予想され，情報ネットワークを活用して
いる。したがって企業間情報ネットワークの形成は企業の経営活動を拡大する
ばかりでなく，その取引処理の自動化が実現することなる。
　（c）企業間情報ネットワークの二つの前提
　企業間情報ネットワークの形成は各企業のコンピュータシステムと通信シス
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テムが融合し，更に他企業にこの両システムを通じ，情報の流通を実施するこ
とである。
　したがって各企業の情報システムは一般的にみて多種多様であると称しても
過言ではない。
　まず第一に使用しているコンピュータが異機種の場合が多いこと。第二に処
理システム（アプリケーション）が異なること。第三に処理プログラムが異な
ることなど多くの異なる部分が存在することである。
　したがって企業間情報ネットワークは多くの問題をかかえているが，それを
推進実現するためには最小限いくつかの前提条件の整備が必要になってくる。
これが標準化の問題である。
　lSO（国際標準化機構：International　Organization　for　Standardization）は
世界各国の情報処理やデータ通信の標準化をはかると同時に，CCITT（国際
電信電話諮問委員会：International　Telegraph　and　Telephon　Consultation
Committee）とも連携し今日のOSI（開放型システム間相互接続：Open　Sys・
tems　Interconnection）の基本標準の進展にあわせて実装規約の開発も行って
いる。
　　（イ）OSI（開放型システム間相互接続）の推進各企業は独自の情報システ
ムを保有し活用している。したがって他社との情報システムを締結するのに多
くの困難性が考えられる。OSI標準の必要性は国内的にもかつ国際的にも認
識され，関係者の精力的な努力と国際協力によって，今日の参照モデルが標準
化され，複雑なOSIの標準化を能率良く進めるための各種の技法，標準化の
ための各種の課題を整理して，OSI実装規約の制定や規約適合性試験の推進，
などでOSIの標準化は技術的なものと，体制的なものの配慮から実現したも
のである。
　したがってこの方法によると異なった企業の異なったコンピュータシステム
と異なった通信網の方式の標準化が体系的に構成されている。
　一般的に情報ネットワークの形式が2企業間で実施する場合，比較的容易に
実現されるが多くの企業が参加する場合，各々異なった相手企業とのネットワ
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一ク実装規定（Network　Protocol）を作成することになる。当事者間（2社
間）以外は複雑な規定をその度毎に作成することになり，その進行が阻害され
ることになる。
　したがって現在，OSIはファイル転送，メッセージ指向型テスト交換シス
テム，分散データベースシステム，事務文書体系，事務文書交換，株式など特
定応用サービスに対する実装規約，ネットワークに関する実装規約，ネットワ
ークに接続するコンピュータ及び端末，プログラムを識別するための名前やア
ドレスに関する実装規定などが標準化されている。
　わが国の主要コンピュータ・メーカも共同研究しユーザ用としてその開発に
取組み何つかのものがすでに完成されている。
　OSIの標準化が業種別に完成されると，同種の企業が多数これに参加し，
業種別に情報ネットワークが締結されることにより多くの情報流通社会が形成
されることになる。
　（ロ）EDI（Electronic　Data　Interchang：電子データ交換）の進行
　最近の情報ネットワーク社会では業界・業際に関連のある企業間において，
商談，物流，資金の流に関する業務処理を従来の書類による取引形態から，そ
れらを情報として企業間の情報ネットワークによって電子データ交換，EDIと
いう方式によって処理する方法が導入されている。（財）日本情報処理開発協
会：産業情報化推進センター「EDIネットワーク化と企業戦略」P4．　EDIの
定義によれば『異なる企業間で，商取引のためのデータを通信回線を介して，
コンピュータ（端末を含む）間で交換すること。その際，当事者間で必要とな
る各種の取決めが可能な限り広く合意された標準的な規約であること。』と
している。
　EDIは情報ネットワークと同様に今後益々盛になり多くの企業がこれに参加
することになる。EDtは前述のOSIと同様に急速にその発展普及をみるに至
った。したがってこの発表，普及にはOSIと同様，企業間でデータ交換に必
要なビジネスプロトコルの標準化が必要とされている。ISOもその標準化に
関する何つかの標準的プロトコル（規約）を開発し国際的に利用されている。
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　EDIに必要な取決の必要性について，従来の取引には人間が必ず介入してい
たが，EDIの場合，人間が介入しないコンピュータとコンピュータによる電子
的な取引形態なので，これの実施については，あらかじめ当事者間で各種の取
決を明確にしておく必要がある。その内容は次のものである。
　（1）情報伝達方法の規約（伝送制御手順，ファイルのアクセス手順）
　　　自社のコンピューダや端末が相手企業のシステムと接続できるために相
　　互に使用する通信回線の種別及び伝送制御手順などの通信プロトコル（規
　　約）。
　（2）情報表現方法の規約（メッセージ，フォーマット，データコード）
　　　ネットワークシステムで転送する取引業務に関するデータが両者のコン
　　ピュータが理解できるようにするために，メッセージのフォーマットやデ
　　ータコードに関する取決。
　（3）業務運営規約
　　　ネットワークシステム運用時間，障害対策など運用に関する取決。
　（4）取引に関する規約
　　　どのような取引業務をEDIで行うか，両者の契約に関する基本的な取
　　決。
　　　　　　　　　　　　　　　　（第四図）
EDIのイメージ
A社 B社
取引基本規約 オンライン
@取引契約
L 業務運用規約?》?》
（システム
@　運用規約）
　　業務運用書
﨣?¥現規約
　一」?????????
EDIメッセージ
Eヨヨ輌
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以上，ネットワークを利用して電子取引を実施することになる。前述の四つの
取決を図解すると次のとおりである（第四図参照）。
　　内　新しい会計情報システムの構築
　情報ネットワークシステムの開発実施は前述のOSIやEDIの標準化の開発
普及により，コンピュータシステムと通信システムとの融合システムとして企
業間で大いに利用され高度情報化が進行している。
　従来，企業間における商業取引は帳票類や書類が必ず交換され契約が成立し
ていた。
　同様に会計取引には係員が介入し帳票類が発行され，日付・取引先・勘定科
目・品名・数量・単価・金額など，取引内容が明確に記載され会計処理が行れ
ていた。認識・測定からの記録・分類・計算・作表など最小限の人間が介入し
遂次処理されていた。
　情報化ネットワークシステムにあっては企業間において自社コンピュータ
（端末を含む）から相手企業コンピュータに，あるいは相手企業コンピュータ
から自社コンピュータに自動的に会計データが入力され処理されることになる。
　従来，介入していた人間による認識測定からの会計処理が，人間の介入しな
い電子データがコンピュータシステムによって処理され会計情報としてデータ
ベース（データバンク）に記録され，あるいは報告書として提出されている。
　このシステムの導入はわが国でも広く各業界で実施され，流通業，製造業，
　　　　　　　　　　　　　、電力，ガス，通信事業，貿易業界，金融業などをはじめ，国際EDIにも発展
している現状である。
　このシステムにおいて
（1）会計取引において端末機を通じてのEDIの場合，入力時点で取引発生が
　かなり明確である。
（2）コンピュータからコンピュータへの電子データの移動はデータベースの記
　録で人間の感知は不可能である（但し報告情報として個々に表示するか，一
　括情報として表示する方法がある）。
　　受注・発注の自動化による計画設定から納期の算定など人間の介入なくし
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　　て予定化されている。
（3）銀行預金の移動など自社の端末から銀行のコンピュータに入力し預金の移
　動ができるファームバンキングシステムも実施されている。
前記（1）～（3）を考察する時，まずOSIの開設時ならびにED1開設時に四つのレ
ベルの規約が企業間で取決めておくことが必要である。
　（a）取決の時点で会計取引処理の総てが予知することができる。
　（b）プログラム作成時に出力情報の概要が認識できる。
　（c）運用業務の取決によって会計情報の範囲が確定される。
結局，四つのプロトコル（規約）によって会計取引内容が明確になっているの
で，その情報内容を，実績情報，管理情報，戦略情報として常に監視，ならび
に必要情報の出力の自動化などをプログラム化してある会計情報システムの構
築が必要である。報告書システムによる取引の認識，監視システムの導入によ
る報告システムの確立などが新しい会計情報システムに導入すべき重要な課題
が含まれている。
　これらのいくつかのシステムを導入・実施することによって新しい会計情報
システムの構築が考えられる。
　5　結　言
　大規模な情報ネットワークシステムの実施によって，従来の会計取引は
VANなどによってその形態が変ってきた。取引発生は発信主義によって認識
され契約が成立する。人間が周知する以前にコンピュータが処理している。取
引内容に関する責任はプログラム化されている以外には判明しない。また送信
内容の誤りは誰の責任になるのか，責任の不在もある。取引内容の誤りがコン
ピュータの責任になるのか，認識測定の不明確の場合，どのような処理シス
テムが必要なのかなど，多くの難問題が台頭してきた。他方，情報システム監
査の実施によって信頼性・安全性が確保できるのかなどを考慮する時，総ての
事象からの総合的判断が必要になってくる。このことも会計監査と対応し，こ
れからの重要な課題となる。
